
四日市市告示第１６３号  

四日市市狭小宅地改善支援補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように

定める。  

令和２年３月３１日  

四日市市長  森 智広  

 

四日市市狭小宅地改善支援補助金交付要綱の一部を改正する要綱  

四日市市狭小宅地改善支援補助金交付要綱（平成２８年四日市市告示第１４７

号）の一部を改正する。  

 

改正後 改正前 

四日市市狭小宅地改善及び同居等支援補

助金交付要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は、密集市街地におけ

る安全安心な住環境の形成並びに同居

等による子育て及び介護環境の向上を

図るとともに、本市への定住促進を図

ることを目的として、宅地の敷地増し

を行い定住する者に対し、予算の範囲

内でその登記費用等の敷地増しに係る

手 続 経 費 の 一 部 を 補 助 す る こ と に 関

し、四日市市補助金等交付規則（昭和

５７年四日市市規則第１１号）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（用語の定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め

四日市市狭小宅地改善支援補助金交付要

綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は、密集市街地におけ

る安全安心な住環境の形成を図るとと

もに、本市への定住促進を図ることを

目的として、狭小宅地の敷地増しを行

い定住する者に対し、予算の範囲内で

その登記費用等の敷地増しに係る手続

経費の一部を補助することに関し、四

日市市補助金等交付規則（昭和５７年

四日市市規則第１１号）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

 

（用語の定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め



るところによる。  

(1)から(2)まで （略）  

(3) 同居等 世帯の内に０歳から１８

歳に達する日以降の最初の３月３１

日までの間にある子どもがいる世帯

又は夫婦のいずれか一方が満４０歳

未満の世帯が、敷地増しを行った土

地に、その親世帯と同居若しくは近

居することをいう。  

 

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者

（以下「補助対象者」という。）は、

第８条の規定による交付申請時点にお

いて現に居住し、かつ所有権を有して

いる者又はその世帯員として定住する

者であって、次の各号に掲げる全ての

要件を満たすものとする。  

(1)から(3)まで （略）  

(4) 四日市市子育て・若年夫婦世帯の

近居支援補助金交付要綱（令和２年

四日市市告示第   号）による補

助金の交付を受けたことがないこ

と。 

 

（補助対象の土地）   

第４条 補助金の対象となる土地は、次

の各号に掲げる要件をすべて満たすも

のとする。  

 (1)  （略）  

(2) 次に掲げる要件のいずれかを満た

るところによる。  

(1)から(2)まで （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者

（以下「補助対象者」という。）は、

第８条の規定による交付申請時点にお

いて現に居住し、かつ所有権を有して

いる者であって、次の各号に掲げる全

ての要件を満たすものとする。  

 

(1)から(3)まで （略） 

 

 

 

 

 

 

（補助対象の土地）   

第４条 補助金の対象となる土地は、次

の各号に掲げる要件をすべて満たすも

のとする。  

 (1)  （略）  

(2) 次に掲げる要件のいずれかを満た



すものであること。 

 ア 補助対象者が居住する土地に隣

接 す る 土 地 を 取 得 し 敷 地 増 し を 行

い、１６５㎡以上の敷地面積とする

ものであること。 

イ （略） 

 ウ 補助対象者が居住する未接道の

土地に隣接する土地を取得し敷地増

しを行うことでその解消が図られ、

１６５㎡以上の敷地面積とするもの

であること。 

(3) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、同居等を

行 う 場 合 の 補 助 金 の 対 象 と な る 土 地

は、前項第2号及び第3号に掲げる要件

を満たすものとする。  

 

（補助対象の区域）  

第５条 補助金の交付の対象となる区域

は、都市計画法 (昭和４３年法律第１

００号 )第７条第２号に規定する市街

化区域（以下「市街化区域」とい

う。）とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１

項の要件を満たす補助金の交付の対象

となる区域は、別表１の区域における

市街化区域とする。  

 

（補助金の交付申請）  

第８条 補助金の交付を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、四

すものであること。 

 ア 補助対象者が居住する１６５㎡

未満の土地に隣接する土地を取得し

敷地増しを行い、１６５㎡以上の敷

地面積とするものであること。 

イ （略） 

 ウ 補助対象者が居住する未接道、

若しくは異形の土地に隣接する土地

を取得し敷地増しを行うことでその

解消が図られ、１６５㎡以上の敷地

面積とするものであること。 

 (3) （略） 

 

 

 

 

 

（補助対象の区域）  

第５条 補助金の交付の対象となる区域

は、別表１の区域における都市計画法

(昭和４３年法律第１００号 )第７条第

２号に規定する市街化区域とする。  

 

 

 

 

 

 

（補助金の交付申請）  

第８条 補助金の交付を受けようとする

ときは、四日市市狭小宅地改善支援補



日市市狭小宅地改善及び同居等支援補

助金交付申請書（第１号様式）に、次

に掲げる書類を添付し、市長に提出し

なければならない。  

(1) （略）  

(2)  世帯全員（同居等を行う世帯全員

を含む）の住民票（発行日から３月

以内のもの）  

(3) 世帯全員（同居等を行う世帯全員

を含む）の市町村税の滞納がないこ

との証明書（発行日から３月以内の

もの） 

(4) 同居等を行う世帯が申請者世帯と

親子関係であることを証する書類 

(5) 敷地増しに係る手続の見積書等の 

写し等手続きの内容がわかる書類 

(6) 誓約書 

(7) 前各号に掲げるもののほか市長が

必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定）  

第９条 市長は、前条の規定に基づく補

助金の交付申請があった場合は、その

内容を審査し、補助することが適当と

認めたときは、交付を決定し、四日市

市狭小宅地改善及び同居等支援補助金

交付決定通知書（第２号様式）により

申請者に通知するものとする。  

２ 市長は、補助金の交付決定をする場

合において、補助金の交付の目的を達

成するために必要があると認めたとき

助金交付申請書（第１号様式）に、次

に掲げる書類を添付し、市長に提出し

なければならない。  

 

(1)  （略）  

(2)  世帯全員の住民票（発行日から３

月以内のもの）  

 

(3) 世帯全員の市町村税の滞納がない

ことの証明書（発行日から３月以

内のもの） 

 

 

 

(4) 敷地増しに係る手続の見積書等の 

写し等手続きの内容がわかる書類 

 (5) 誓約書 

(6) 前各号に掲げるもののほか市長が

必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定）  

第９条 市長は、前条の規定に基づく補

助金の交付申請があった場合は、その

内容を審査し、補助することが適当と

認めたときは、交付を決定し、四日市

市狭小宅地改支援補助金交付決定通知

書（第２号様式）により申請者に通知

するものとする。  

２ 市長は、補助金の交付決定をする場

合において、補助金の交付の目的を達

成するために必要があると認めたとき



は、条件を付することができる。  

 

（補助金交付変更の申請等）  

第１０条 補助金の交付決定を受けた者

（以下「決定者」という。）が、敷地増

しに係る手続の内容、経費の配分その

他事項の変更（軽微な変更を除く。）を

しようとするとき、又は敷地増し手続

を中止しようとするときは、あらかじ

め四日市市狭小宅地改善及び同居等支

援補助金変更交付申請書 (第３号様式 )

にその内容が確認できる必要書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

２ （略）  

３ 市長は、第１項の補助金変更交付申

請書を受理したときは、変更内容を審

査し、適当と認めたときは、第９条に

よる決定を変更し、四日市市狭小宅地

改善及び同居等支援補助金変更交付決

定通知書（第４号様式）により申請者

に通知する。  

 

（実績報告書） 

第１２条 申請者は、敷地増しの手続が

完了したときは、速やかにかつ当該年

度の３月２０日までに、四日市市狭小

宅地改善及び同居等支援補助金実績報

告書（第５号様式）に、次の各号に掲

げる書類を添付し、市長に提出しなけ

ればならない。  

(1)から(3)まで （略）  

は、条件を付することができる。  

 

（補助金交付変更の申請等）  

第１０条 補助金の交付決定を受けた者

（以下「決定者」という。）が、敷地増

しに係る手続の内容、経費の配分その

他事項の変更（軽微な変更を除く。）を

しようとするとき、又は敷地増し手続

を中止しようとするときは、あらかじ

め四日市市狭小宅地改善支援補助金変

更交付申請書 (第３号様式 )にその内容

が確認できる必要書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

２ （略）  

３ 市長は、第１項の補助金変更交付申

請書を受理したときは、変更内容を審

査し、適当と認めたときは、第１１条

による決定を変更し、四日市市狭小宅

地改善支援補助金変更交付決定通知書

（第４号様式）により申請者に通知す

る。  

 

（実績報告書） 

第１２条 申請者は、敷地増しの手続が

完了したときは、速やかにかつ当該年

度の３月２０日までに、四日市市狭小

宅地改善支援補助金実績報告書（第５

号様式）に、次の各号に掲げる書類を

添付し、市長に提出しなければならな

い。  

(1)から(3)まで （略）  



（補助金の額の確定）  

第１３条 市長は、前条の規定による実

績報告書を受理した場合において、そ

の内容を審査のうえ、適正と認めたと

きは、補助金の額を確定し、四日市市

狭小宅地改善及び同居等支援補助金交

付確定通知書（第６号様式）により申

請者に通知するものとする。  

 

（補助金の請求）  

第１４条 申請者は、前条の確定通知を

受けた場合は、速やかに四日市市狭小

宅地改善及び同居等支援補助金支払請

求書（第７号様式）により、市長に補

助金の交付を請求するものとする。  

（補助金の額の確定）  

第１３条 市長は、前条の規定による実

績報告書を受理した場合において、そ

の内容を審査のうえ、適正と認めたと

きは、補助金の額を確定し、四日市市

狭小宅地改善支援補助金交付確定通知

書（第６号様式）により申請者に通知

するものとする。  

 

（補助金の請求）  

第１４条 申請者は、前条の確定通知を

受けた場合は、速やかに四日市市狭小

宅地改善支援補助金支払請求書（第７

号様式）により、市長に補助金の交付

を請求するものとする。  

 

 

第１号様式から第７号様式までを次のように改める。  

 

 

 

 

 

  



   附 則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

（都市整備部都市計画課）  


